	食品卸売業


平成24年冬から寒波が続き、青果を中心に価格が高騰したものの、消費者の節約意識が依然として強いため、売上高は金額・数量とも前年比で減少している。即食・簡便志向の高い商品へ買物ニーズのシフトがみられ、プライベートブランド商品等の品揃えを充実させている。世界的に生産国が不作であることや新興国の需要の増大、円安、原油高騰等の様々な要因によって価格は上昇局面にあり、各社とも厳しい経営環境が続いている。
業界の概要
食品卸売業とは、農林水産省の定義によれば、「卸売市場の卸売業者・仲卸業者、商社及びその他の食品卸売業」（農林水産省「平成15年食品流通構造調査（青果物調査）結果の概要」より引用）をいう。
｢卸売市場｣の種類として、①中央卸売市場、②地方卸売市場、③その他市場に分類している。
「卸売業者」は、卸売市場内において、生鮮食品等を継続的かつ計画的に集荷し、仲卸業者又は売買参加者に販売する。
「仲卸業者」は、卸売市場内に店舗をもち、卸売業者から買い受けた食品を仕分け、調整して小売商、大口需要者等に販売する。
「商社」とは、海外取引を行う総合商社、専門商社及び輸入業者をいう。
「その他の食品卸売業」とは、食材卸問屋、場外問屋及び食品問屋など卸売市場以外で食品を卸売する事業所をいう。
大阪の地位
大阪は、江戸時代から堂島米市場・天満青果市場・雑喉場（ざこば）魚市場の大坂三大市場を中心に「天下の台所」といわれ、全国の食品流通を支えてきた。米穀、砂糖、油、茶、みかん等の商品作物をはじめ、生魚や塩干物、鰹節、昆布等が全国から集まり、製粉、製糖、佃煮等の食品加工業が盛んとなった。大阪市中央卸売市場本場をはじめ、大阪府内の食品卸売業にはこうした歴史的背景をもつ業者がみられる。
経済産業省『平成１９年　商業統計表（産業編）』によると、「飲食料品卸売業」は全国で76,058事業所ある。従業者数については820,011人、年間商品販売額は75兆6,490億円となっている。
　一方、大阪府内の事業所数は、5,106事業所（全国比6.7％）、従業者数62,531人（同7.6％）、年間商品販売額7兆2,958億円（同9.6％）である。
全国、大阪府ともに、時系列でみると市場規模は縮小傾向にある。
家計の節約志向続く
長引く景気低迷と個人所得の減少により、家計の節約志向が強まっており、販売量の減少や販売価格の低下がみられる。
厳冬により、青果を中心に価格相場が高騰したが、販売数量が前年比で減少している。例えば、カット野菜や量り売り、個売り等にシフトして、消費者はトータルの買物金額を抑制する傾向にある。また、気温が低い日が続いたことで、来客数が減少した小売店が増えた。このため、売上高は金額・数量とも前年比で減少した企業が目立つ。
輸入食品でも、温暖化の影響で世界的に作物の不作が続いており、小麦等の相場価格は上昇傾向にある。加えて中国やインドといった新興国の需要が拡大しており、穀物相場はここ数年、高値を維持している。
販売先別では、スーパーマーケット等の量販店はプライベートブランド食品の取扱品目を拡大している。従来の低価格志向に加えて、調理する時間や手間の短縮に対応した商品が増加する傾向にある。即座に食べられる食品や簡単に調理できる商品の売上げが伸びており、鮮魚等は苦戦している。一方で、弁当や惣菜が堅調である。
また、業務向けの主要顧客である外食産業は不振が続いている。長年取引のあった寿司店やうなぎ店等の飲食店の閉店がみられるほか、来店客数の減少を補うため、割引クーポン券等を発行する顧客も多く、原材料の高騰を販売価格に転嫁できない。比較的売上げが伸びているベーカリーやカフェ等は、新規出店がある一方で、既存店の閉店も目立つ。
円安等により収益は悪化
国内の寒波や世界的な作物の不作等に加えて、円安が重なり、販売価格に転嫁できない業務向けを中心に収益は悪化している。原油高による輸送コストの増加等により間接費も上昇傾向にある。
商品開発は活発
調理の省力化ニーズが高まり、即食可能な食品が堅調となっている。また、食料品のプライベートブランド食品の品揃えが大手食品スーパーを中心に拡大している影響で、中小スーパーでも、プライベートブランド食品の品揃えが豊富な食料品卸売業に仕入先を変更するケースもみられる。一方で、自社工場を有する食品卸売業では、食品スーパーのバックヤードで調理・加工する中食（惣菜・弁当分野）向けの商品に力を入れる企業もみられる。業務用では、出店数が伸びているセルフ式うどん店やカフェ向けの食材を自社工場で商品開発し、首都圏を中心に全国へ出荷する企業もみられる。
また、泉州地方の水なすはブランド品として全国的に知名度が上がり、中元シーズンの贈答用として年々出荷数が伸びている。産地の企業では、ぬか漬けの状態で壷のまま出荷する等により、贈答用として商品の付加価値の向上に努めている。
設備投資は低調
全体的には需要が低調であるため、設備投資には消極的である。その中でも、顧客管理やWEBによる情報発信には比較的関心が高い。小麦粉やコーヒー豆等の業務向け食品では、ユーザーの好みやこだわりが強いため、それらに対応した商品在庫や顧客管理に力を入れている。また、インターネットの普及に伴い、食の安全安心の情報発信や産地情報、家族や子供向けの食育情報の発信に取り組んでいる。一般消費者も購買できる卸売市場では、地元農家と提携して、生鮮三品や生花の直売所を併設するケースもある。一部の自社工場を持つ企業では、社内に厨房設備を設置し、得意先のオーナーや職人を招いて講習会を開き、自社商品をアピールする等の試みもみられる。
雇用は欠員補充が中心
雇用については、定年退職による自然減が多いが、積極的には補充していない企業が多い。また、退職後も企業に留まって勤務するケースも増えており、採用数の増加は少ない。採用する場合は中途採用が多く、経験者等の即戦力を優先する企業が多い。
　また、経営者が高齢化しており、代替わりや後継者問題を抱えている企業が多い。特に少人数で卸売業専業の企業は後継者問題に直面している。
消費税増税によるコスト増加を懸念
消費税の増税については、増税による消費者の買い控え懸念に加えて、課税方法の設定変更等による事務作業量の増大等の間接的な影響を懸念している。
今後の見通し
政府が製粉業者に売り渡す輸入小麦の価格が平成25年4月から9.7％引き上げられたが、実質的な値上げの影響が出るのは7月頃とみている。オーストラリア等の小麦の生産国がエルニーニョの影響により、毎年のように不作になっており、為替が安定したとしても、今後も価格の高騰は続くとみている。また、砂糖やバター、マーガリン等の食材も全般に上昇しており、最終価格に反映せざるを得ない状況にある。
一方、勤労世帯の個人所得の減少や円安、増税といった先行きを懸念する声が多い。少子高齢化による需要の減退も年々大きくなっており、依然として厳しい経営環境が続くとみている。
（工藤　松太嘉）
[image: image1.emf]事業所数 従業者数

年間商品

販 売 額

事業所数 従業者数

年間商品

販 売 額

平成　６年

7,213

83,031 10,909,281 96,224 1,017,921104,335,285

    　９年
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5,954

70,795 7,423,961 84,539 887,159 86,389,838

    １９年
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資料：経済産業省『商業統計表（産業編）』、大阪府『大阪の商業』

（注）平成16年度までは「農畜産物・水産物卸売業」と「食料・飲料卸売業」の合計値。
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